
　　　　　　　　　　　　　　　　　　いきいき安心プランⅥまつどの進捗状況の全体の評価について

資料１参照

　いきいき安心プランⅥまつどの計画事項（第２節から第１２節）のうち、数値目標を設定している項目があります。

その中で、数値目標を達成しているのは、２３項目中４項目です。

現時点の段階では、いきいき安心プランⅥまつどの初年度のため、目標に達成していない項目が多い状況です。

内容 評価

　重度者向け在宅サービスの整備・普及を図るため、市独自の補助金
の上乗せを実施した。その他介護サービスの充実を図るため、計画に
従い整備を進めるとともに、11月11日付『広報まつど』特集号におい
て、重度者向け在宅サービスの紹介を行い啓発を図った。
　また、介護サービスの質の向上や事業所の適切な運営を図るため、
集団指導等を実施した。

　計画の予定通り、公募により看護小規模多機能型居宅介護2か所の整備
を実施したほか、広域型特別養護老人ホーム100床が本年度に整備される
予定。
　また、定期巡回・随時対応型訪問介護看護は応募が無かったため、31年
度に再度公募する等、施設整備計画の変更を行う。（資料２参照）

　在宅医療・介護連携支援センターを開設し、相談件数１６６件、アウト
リーチ件数２４件、在宅医療に参入した医療機関２機関の実績を上げ
ている。
その他、専門職の研修、住民への普及啓発等の事業についても着実
に実施している。

　平成32年度の目標（相談200件/年、アウトリーチ40件/年、在宅参入医療
機関6件/3年）を達成できるペースで取り組むことができている。

①都市型介護予防モデル｢松戸プロジェクト」の推進
②外出支援の促進
③生活支援体制の整備

①プロボノ型のボランティア（職務上の専門的な知識・経験・技能を社会貢
献のために提供するボランティア）の参加を推進。今後は、住民主体の介護
予防活動を展開し、各地区の集いの場等の既存の活動と連携を図る。
②高齢者の社会参加を促進し、閉じこもりを予防するため、地域の支え合
いによる外出支援（例えば、外出支援・買い物支援と介護予防の一体的な
支援）の推進を検討。
③第1層を高齢者支援課、第2層を地域包括支援センターに配置し実情に
合わせ後方支援を実施。協議体では、住民主体の取組みと連携し、地域ケ
ア会議など既存の会議の枠組みを活用して協議体に係る議論も行う。

①認知症の地域支援・普及啓発の推進
②認知症の早期支援・予防の推進
③認知症に関する諸課題への対応の推進

①小中学生への認知症サポーター養成等をとおして多世代への認知症へ
の社会の理解を深めている。
②まつど認知症予防プロジェクトにおける認知症早期支援の効果の向上を
図り、引き続き認知症の早期支援・予防を推進していく。
③認知症の人やその家族の視点を重視した認知症施策を推進していく必
要がある。

①基幹型地域包括支援センターの共生窓口への深化
②多分野における相談機関の連携の推進
③在宅医療・介護連携支援センターにおける多分野対応
④包括的な地域保健体制の構築
⑤地域ケア会議における共生対応の推進
⑥共生型サービス整備の検討の推進

①～③設置および対応済みであり今後さらに充実拡大予定。
④については、「介護予防」を推進するために、関係部署の連携により具
体的な取り組みを推進していく必要がある。
⑤については、国のモデル事業を実施する中で意識の醸成を図っている。
⑥については、共生型の指定を受けた事業所がでてきており、今後の整備
について検討していく。

　参加支援・雇用管理改善・処遇改善の各観点から、人材育成事業、
事業者団体と協働による就職相談会の開催、介護職のイメージアッ
プ・モチベーションアップとして、介護写真展及び『広報まつど』特集号
において介護人材確保の取り組みを紹介した。

　平成30年度報酬改定にあわせ、介護報酬における地域区分の引き上げ
を実施した。また、処遇改善加算の取得促進に努めた。一方で、介護人材
育成事業への求人の反応や事業者からの声によると、引き続き厳しい状況
が続いているとのことであり、今後も積極的に各事業を強化・継続していく。

地域共生社会に向けた取組み
の推進

重
　
点
　
施
　
策

介護人材の確保・育成・定着

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　重点施策の実施状況についての進捗状況

住み慣れた地域で暮らし続ける
ための介護サービスの充実

在宅医療・介護連携の強化

介護予防・生活支援の推進

認知症対策の充実

 資料 １ 差替 
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第２節　介護サービスの充実
　１　重度者向け在宅サービスの整備・普及

頁 進捗管理指標
H30年
10月末実績

実績についての評価の記述
H31

方向性
担当課

（１）小規模多機能サービスの整備 60
整備件数（か所）

【30年度数値目標：2か所】
2
30年度の公募により予定通り、２施設が選定された。
2月及び4月に開設する予定。

継続 介護保険課

（２）定期巡回・随時対応サービスの整備 61
整備件数（か所）

【30年度数値目標：1か所】
0 30年度公募には応募が無かったため、31年度に2か所公募する。 継続 介護保険課

（３）重度者向け在宅サービスの普及・機能強化の推進 61 － －
30年11月11日付　介護保険特集号において、在宅向け重度者サー
ビスの紹介を掲載。その他パートナー講座等でのパンフレット配布
による啓発を実施。

継続 介護保険課

（４）小規模多機能サービス普及のための環境整備 61 － －

本計画期間中に限り、小規模多機能・看護小規模多機能型居宅介
護の未整備地域に整備する際に、市が独自の補助金上乗せ(1,000
万円)を実施。
平成30年度整備に1か所適用。
通所介護の新規指定について千葉県と協議中

継続 介護保険課

　３　施設・居住系サービスの整備

頁 進捗管理指標
H30年
10月末実績

実績についての評価の記述
H31

方向性
担当課

（１） ⅰ

特別養護老人ホーム
（介護老人福祉施設、地
域密着型介護老人福祉施
設入所者生活介護）

63
整備件数（件）

【30年度数値目標：100床】
0
30年度整備の１００床については、３月１日開設予定。
32年度の増床分については公募選考手続き中。
地域密着型特養の応募はないため、29床分を増床分に加える。

継続 介護保険課

ⅱ 介護老人保健施設 63 整備件数（件） 0
30年度開設予定の１００床については、工事の進捗遅れにより３１
年度開設に変更。

継続 介護保険課

ⅲ
特定施設入居者生
活介護

64 整備件数（件） 0 本計画期間中の整備予定がないため、現状維持。 継続 介護保険課

ⅳ
認知症対応型共同
生活介護（グループ
ホーム）

64 整備件数（件） 0
計画策定後、事業所の縮小により、ベッド数が減少したことから、減
少分を補てんする追加整備を行う。

継続 介護保険課

ⅴ
介護医療院、介護療
養型医療施設

64 整備件数（件） 0 本計画期間中の整備予定がないため、現状維持。 継続 介護保険課

計画事項実施状況（計画書４９ページ～）

計画事業

計画事業

利用状況とニーズを踏まえた施設・
居住系サービスの整備

 資料 １ 
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　４　介護サービスの質の確保・向上

頁 進捗管理指標
H30年
10月末実績

実績についての評価の記述
H31

方向性
担当課

（１）
事業者の指導・
監督・指定

① 事業者の指導及び監督 65 － －
サービスの質の向上や事業所の適正な運営を図るため集団指導
及び実地指導を実施した。

継続 介護保険課

② 地域密着型サービス等の指定 65 － －
国の省令や市の基準に基づき、介護保険運営協議会の議論を踏ま
え、事業所の経営状況や法人・会社の健全性といった視点を重視し
つつ適正な指定を行った。

継続 介護保険課

（２）
介護サービスの
質の向上に向け
た取組みの推進

① 経営セミナーの実施 65 － － 人材育成をテーマとして2月実施予定。 継続 介護保険課

② 事業者の自主的研修会への支援 65 － －
4事業者団体（合同実施を含む）の研修会に対して、講師謝礼負担
の支援を実施。

継続 介護保険課

③ 居宅介護支援事業者対象研修会の実施 66 研修開催回数（回） 0
介護給付の適正化及び自立支援に向けた取組みを推進し、地域共
生社会の推進として障害福祉サービスの相談支援専門員も対象と
した研修会を平成31年1月に開催予定。

継続 介護保険課

④ 介護相談員の派遣 66 － －
相談員が介護保険施設等を訪問し、利用者の話を聞き、サービス
提供者との間の橋渡しを行うことにより、利用者の権利擁護や介護
サービスの質の維持・向上を図った。

継続 介護保険課

計画事業



3

第３節　在宅医療・介護連携の強化
頁 進捗管理指標

H30年
10月末実績

実績についての評価の記述
H31

方向性
担当課

（１）在宅医療・介護連携支援センターの創設 67 － －
在宅医療と介護の緊密な連携支援を専門的に執行するための体制
整備ができた。特に相談支援では、（基幹型）地域包括支援セン
ターと緊密な連携を図ることができた。

継続 高齢者支援課

（２）在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 68 － －
地域ケア会議、各プロジェクト、相談支援事例、（基幹型）地域包括
支援センターとの会議等を通して、在宅医療・介護連携の現状把握
と課題抽出、解決策の検討が効果的に可能となった。

継続 高齢者支援課

（３）在宅医療・介護連携に関する相談支援 68

①相談件数(件)

【32年度数値目標：200件】
②アウトリーチ件数(件)

【32年度数値目標：40件】

①166件
②24件

連携支援センターの開設、機能の周知、関係各所との緊密な連携
により、相談件数で前年の3倍、アウトリーチで2倍の事例に対応し
ている。社会の普遍的な課題として認識し、対応する必要がより明
確になった。

拡充 高齢者支援課

（４）切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進 68

在宅医療に参入した医療機関の数（件）

【32年度数値目標：
　　　30～32年度の合計で6件】

2件

新規開業を含む2医療機関が在宅医療に参入した。介護保険を使
用したことがない、在宅医療保険請求の経験が浅い医療機関への
支援は在宅医療参入へのハードルを下げる強い要因となることが
わかった。
二人主治医制が推奨される状態像の例をもとに、副主治医となる
かかりつけ医を選んでいる。通院が可能な早い段階からの関りで
「かかりつけ医」の機能が発揮できている

継続 高齢者支援課

（５）医療・介護関係者の情報共有の支援 69 － －
松戸市医療・介護連携地域ICTシステム構築に向けた討議及びシ
ステム選定の協議を行い、地域ICTシステムで実現可能な連携ビ
ジョンを共有することができた。

拡充 高齢者支援課

（６）医療・介護関係者の研修 69
①研修開催数（回）
②参加人数（人）

①3回
②279人

多職種を対象として、連携支援センターの機能と活用方法について
説明会を行い地域の周知を行うことができた。医師と薬剤師のロー
カルルール作成に向け、薬剤師連携促進会議を開催し連携を図っ
た。抽出されたローカルルールの種のまとめ作業においてもより強
固な連携の礎が築かれてきている。アウトリーチ事例検討会では上
半期に経験した事例共有を元に、医療・介護・福祉・地域などの多
領域が力を合わせて課題解決にあたる対応力向上が図れた。

継続 高齢者支援課

（７）地域住民への普及啓発 69
①講演会開催数（回）
②参加人数（人）

①3回
②98人

3地域にて行った地域別ミニ講演会では日程が密集してしまったこと
や開催場所の交通手段が不便だあったこともあり、周知が行き届か
ず、参加数が伸びなかった。参加者からは活発な質問もあり、市民
の興味があることはうかがえる。開催日程の分散、周知手段の検討
により一層の参加増が見込める。

継続 高齢者支援課

（８）地域の医療･介護の資源把握 69 － －

医療機関、介護事業所等の情報をホームページ上で一元的に情報
検索できるシステムを運用するとともに、今後の方向性についての
検討を行っている。また、かかりつけ医療機関ハンドブックを住民向
けに配布している。

継続 高齢者支援課

（９）在宅医療・介護連携に関する関係市町村の連携 70 － －

東葛北部圏域５市連携会議を開催し、各市の取り組み内容を共有
している。今年度新たに医師会も参画する会議を開催し、関係団体
の参画と広域的な課題の把握・取り組みについて議論を深めるきっ
かけとなった。

継続 高齢者支援課

計画事業
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第４節　介護予防・社会参加の推進
　１　介護予防・日常生活支援総合事業の推進

頁 進捗管理指標
H30年
10月末実績

実績についての評価の記述
H31

方向性
担当課

（１）都市型介護予防モデル「松戸プロジェクト」の推進 71 － －

　現在元気応援くらぶ（通いの場）40団体が活躍。また、プロボノ
チャレンジ（仕事で培った能力や経験を活かし、通いの場の運営者
等が抱えている課題を解決に導くためのボランティアを活用した支
援）を実施し、通いの場の活動や運営を支援。パートナー（間接支
援型）10人の協力者の確保。そのほかにもさまざまな企業・団体か
ら参加希望や相談を受けており、着実に都市型介護予防モデルが
構築されつつある。

拡充 高齢者支援課

（２）
介護予防・生活
支援サービス事
業の推進

①
訪問型サービ
ス

ⅰ
従前の介護予防給
付相当サービス

72 － － 今後も需要に合わせサービスを提供する。 継続 介護保険課

ⅱ

訪問型元気応援サー
ビス
（基準緩和サービス、
住民主体サービス）

72 － －
サービスの担い手養成の研修を3回実施し、新たに６８名の担い手
を養成した。（基本研修受講は77人）

継続 介護保険課

②
通所型サービ
ス

ⅰ
従前の介護予防給
付相当サービス

73 － － 今後も需要に合わせサービスを提供する。 継続 介護保険課

ⅱ

短期集中介護予防
サービス
（通所型のみ、訪問
型と通所型の合体）

73 － －
個々の状態に応じたサービスを提供することで自立した生活の支
援を行った。

継続 介護保険課

③ 73
①自立支援型ケアマネジメント検討会（回）
②介護予防ケアマネジメント研修

①7
②未実施

①自立支援型ケアマネジメント検討会を月１回開催し、毎回２事例
（計14事例）検討している。事例検討後、リハビリ専門職からの総評
を受けることで自立支援の意識強化とスキルアップを図っている。
②介護予防ケアマネジメント研修は平成30年10月末時点では未実
施ながらも、平成31年２月開催で現在調整中である。

継続 高齢者支援課

計画事業

介護予防ケアマネジメント
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（３）
一般介護予防事
業

① 74 － －

65歳および75歳到達者のうち一般高齢者へアンケート調査を送付
し、未回答者に対して民生委員（児童委員）による訪問調査を実施
した。今後は見守り支援希望者に民生委員（児童委員）、地域包括
支援センターによる訪問調査を行うとともに、調査結果を分析し、必
要な施策へつなげる予定。

継続 高齢者支援課

②
介護予防普及
啓発事業

ⅰ
地域住民に対する介
護予防の普及啓発

74 － －

地域住民の介護予防への意欲向上のために、介護予防の実践方
法や総合事業についての説明を記載した冊子やDVDを配布してお
り、今後も内容を更新しつつ継続する予定。
また、高齢者の介護予防に資する活動や独自で高齢者を応援する
サービスを実施している「元気応援キャンペーン」の協賛団体を、今
年度10団体府や市、全体で88団体となった。今後も地域に貢献でき
る事業者・団体に働きかけ、協賛団体をさらに増やし、市内全体で
高齢者を応援しているという風土づくりを目指す。

継続 高齢者支援課

ⅱ
地域包括支援セン
ター主催の介護予防
教室（体操教室）

74 体操教室開催数（回） 279

各地域包括支援センターにおいて、体操教室を通し、地域住民の
運動や交流の機会を提供し、地域のネットワーク作りを促進してい
る。今後、地域住民の特性に応じて、体操教室の会場や内容に配
慮した教室運営を目指す。

継続 高齢者支援課

③
地域介護予防
活動支援事業

ⅰ
介護支援ボランティ
ア制度の推進

75 ボランティア登録者数（人） 434

本事業の受託機関である松戸市社会福祉協議会と連携し、登録説
明会、活動者同士の交流会、活動者と受け入れ機関の面談会を地
区ごとに実施。登録者は順調に増加している。今後もアンケート調
査から現場の声を分析し、登録車の増加、及び活動率の上昇につ
いて検討していく予定。

拡充 高齢者支援課

ⅱ
住民主体の通いの場
や地域活動における
介護予防の推進

75
住民主体の通いの場の数（か所）

【32年度数値目標：100か所】
47

住民主体の通いの場「元気応援くらぶ」を、平成30年度（第３期）の
公募により７グループを追加した。第１期公募の18グループ・第２期
公募の22グループと併せて、平成30年10月末日現在で47グループ
が立ち上がった。

継続 高齢者支援課

④ 75 － －
平成29年10月から、直営で実施していたものを委託に切り替え実
施。ケアマネジャーのアセスメントの際、リハビリ専門職が同行し、
専門的視点を活かして支援を行った。引き続き、周知が必要。

継続 介護保険課地域リハビリテーション活動支援事業

介護予防把握事業
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　２　健康増進事業の推進と連携強化

頁 進捗管理指標
H30年
10月末実績

実績についての評価の記述
H31

方向性
担当課

（１）
健康増進啓発事
業の推進

① 76 参加人数（人） 1,687
4,043人から8,253件の応募があった昨年度と、ほぼ同レベルでの推
移となっている。今年度は応募BOXを増設しており、その効果も含
めて事業の方向性を検証していく必要がある。

継続 健康推進課

② 76 助成券利用件数（件） 33,510
高齢者等の健康の維持増進を目的に施術費用の助成を行い、件
数、利用者数ともに増加し、成果を得ている。

継続 高齢者支援課

（２）
生活習慣病予防
対策の推進

① 76
①特定健康診査受診率（％）②特定保健指導実施率
（％）

①33.7％
②9.3%
(H29年度法
定報告値）

①受診者へのインセンティブ付与、文書による個別受診勧奨、ポス
ター等による受診啓発を推進した結果、受診率が平成28年度より
上昇した。
②電話・文書による個別利用勧奨を行ったが、実施率は平成28年
度より低下した。今後、より効果的な実施方法を検討していく。

継続 国民健康保険課

② 77 受診率（％）
31.2%
(H29年度決
算値）

前年度に引き続き、対象者全員への受診案内・受診券の送付を継
続した結果、受診率が平成28年度より上昇した。

継続 国民健康保険課

③ 77 市民向け説明会等実施回数（回） 56
講話だけでなく、実技や調理実習などの実践を取り入れ、健康に暮
らすための望ましい生活習慣の普及啓発を図ることができた。

継続 健康推進課

（3） 感染症予防接種の実施 ⅰ インフルエンザ予防接種 77 予防接種率（％） 13
１０月から平成３１年１月１５日までの期間で実施しているため、10
月末での接種率では評価できない

継続 健康推進課

ⅱ 肺炎球菌ワクチン予防接種 77 予防接種率（％） 1

平成２６年度から５年間の経過措置期間が設けられ、３０年度で経
過措置期間が終了する。松戸市ではこの５年間で６５歳以上の人が
接種できるよう実施しているため５年間の接種率で評価していく必
要がある。

継続 健康推進課

（4） 各種がん検診の実施 78 受診者数（人） 62,603

市民の利便性を考慮した電子申請の導入や受診率の低い胃がん
検診で10月から内視鏡検査を実施するなど検診体制の充実を図っ
たが、受診者数については横ばいである。新たな方法も含め各検
診の体制や普及啓発内容を見直ししていく。

継続 健康推進課

計画事業

まつど健康マイレージの推進

はり・きゅう・あん摩など施術費助成

特定健康診査・特定保健指導の推進

後期高齢者の健康診査の実施

生活習慣病予防の実践指導の実施
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　３　社会参加の推進

頁 進捗管理指標
H30年
10月末実績

実績についての評価の記述
H31

方向性
担当課

（１）就労支援の推進 ① 78
会員数（人）

【32年度数値目標：3,100人】
2,182

シルバー人材センターに対して、活動運営の支援を行っており、引
き続き支援し、高齢者の就労機会の拡大に努めていく。

継続 高齢者支援課

② 78 説明会開催数（回） 4
　見守り協定を締結している(株)セブン－イレブン・ジャパン仕事説
明会の開催を行った。参加者の中から雇用につながり、一定の効
果があったと考えている。

継続 高齢者支援課

③ 79 － －
　窓口等で高齢者の就労相談があった場合に、庁舎内の無料職業
紹介所やハローワークを案内する等、連携を図った。

継続 高齢者支援課

（２）
ボランティア活動
の推進

① 79 － －
高齢者が自ら積極的に社会参加し、いきいきと過ごせるようにボラ
ンティアに関する制度や通いの場・サロン等の普及・定着に向け推
進する。

拡充 高齢者支援課

② 79 ボランティア登録者数 10,819人
登録ボランティア数も増加し、市内のボランティア育成の効果が見ら
れている

継続 地域福祉課

（３）
生きがいづくり
支援

① 80 会員数（人） 8,545

　地域活動の担い手である、はつらつクラブ（老人クラブ）に対して、
活動運営の支援を行った。会員数が年々減少傾向である為、引き
続きはつらつクラブ連合会の役員の方々と協議を行いながら、啓発
活動に努める。

継続 高齢者支援課

80 千葉県生涯大学校　卒業者数（人） 95
入学願書の受付等、今後も引き続き千葉県生涯大学校への支援を
行う。

継続 高齢者支援課

80 まつど生涯学習大学講座参加者数（人） 2,995
市民劇場にて、多様な講座の開催や学習の場の提供を行い、学習
機会の充実に努めた。

継続 生涯学習推進課

①9,004
②121,434

①シニア交流センターについては、高齢者の交流する場として整備
するとともに、11月に開催されたシニア交流センターまつりなどの行
事等についても職員が一緒になって参加するなど、支援を行った。
②高齢者が交流する場として、老人福祉センターを活用してもらうよ
うする。

継続 高齢者支援課

③ 生涯学習活動の推進

①シニア交流センター利用者数（人）
②老人福祉センター利用者数（人）

社会福祉協議会（ボランティアセンター）と
の連携

はつらつクラブ活動の推進

②
シニア交流センター・老人福祉センターの
機能の充実

80

ボランティア支援制度の推進

計画事業

シルバー人材センターの利用促進

雇用に向けた支援

ハローワーク等との連携
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第５節　日常生活を支援する体制の整備
　１　見守り体制の整備・推進

頁 進捗管理指標
H30年
10月末実績

実績についての評価の記述
H31

方向性
担当課

（１）民生委員･児童委員の見守り活動との連携 82 委員数（人） 518人
関係機関と連携して地域住民の福祉活動を推進し、市民の皆さん
の要望を行政につなぐ「パイプ役」として活躍していただいている。

継続 地域福祉課

（２）高齢者支援連絡会との連携 82 開催回数（回） 168
活動内容については、地域により内容が異なるが、各地域の特性
を生かしながら、高齢者の見守り活動を実施している。

継続 高齢者支援課

（３）見守り協定に基づく事業者との連携 82
協定締結事業者数

【32年度数値目標：15事業者】
10

市と事業者等が配達などの日常業務を行う際に、高齢者の異変を
発見した場合、市に通報し、市が状況の確認を行うことで、早期対
応に繋がっているケースがあり、今後も見守り協定の締結事業者を
増やしていく。

継続 高齢者支援課

（４）避難行動要支援者名簿活用の促進 83 名簿貸出件数 32件
制度の周知を図るため、町会・自治会への回覧や、公共施設、介護
施設や障害者施設へのポスター掲示等を実施。

継続 地域福祉課

83 あんしん電話登録者数（人） 468
あんしん電話普及のために、ポスターやチラシを包括支援セン
ター、支所、市民センター等に配布。

継続 高齢者支援課

（６）認知症対策と連動した見守りの推進 83 － －
オレンジ声かけ隊による見守り、防災行政用無線を活用した探索、
高齢者見守りシールの支給、警察からの情報提供等を活用して更
なる認知症の見守りを推進していく。

継続 高齢者支援課

（７）孤独を生まない地域づくり 83
①会食会利用者数（人）
②サロン利用者数（人）

①4,334人
②11,282人

「ふれあい会食会」「ふれあい・いきいきサロン」等、高齢者の引きこ
もりや生きがいを高める効果をもたらしている。

継続
高齢者支援課
地域福祉課

①ひとり暮らし高齢者に緊急通報装置を貸与し、日常生活の安全を
確保すると共に、異常の早期発見に努めた。
②利用者数は減少傾向であるが、重層的な見守り事業の一つとし
て、実施していく。

継続 介護保険課
①緊急通報装置貸与数（件）
②配食サービス利用者数（人）

①1,454件
②170人

計画事業

（５）安否確認システムの運用

83
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　２　生活支援体制の整備

頁 進捗管理指標
H30年
10月末実績

実績についての評価の記述
H31

方向性
担当課

（１）生活支援コーディネーターの配置 84
①第１層人数（人）
②第２層人数（人）

①2
②15

平成30年度より、第１層（市全域）は高齢者支援課に２名、第２層
（日常生活圏域）は地域包括支援センターに15名の生活支援コー
ディネーターを配置している。

継続 高齢者支援課

（２）地域の実情に応じた協議体の実施 84 実施回数（回）
第１層　１
第２層　15

「支え合う地域づくり勉強会」や高齢者支援連絡会等の住民主体の
取り組みと連携の上、第１層については松戸市地域ケア会議、第２
層については地域包括ケア推進会議を活用し、協議体に係る議論
を実施している。

継続 高齢者支援課

（３）軽度生活援助の実施 85 利用決定者数（人） 2,034人
利用者数は年々増加しており、日常生活における軽度な生活援助
サービスを行うことにより、在宅の自立した生活を支援した。

継続 介護保険課

　３　外出支援の推進

頁 進捗管理指標
H30年
10月末実績

実績についての評価の記述
H31

方向性
担当課

（１）地域の支え合いによる外出支援の推進 86
事例数（事例）

【32年度数値目標：15件】
2

　地域の医療機関等の協力を頂き、既存の送迎ルートが変更にな
り、利用者の利便性が向上した事例も生まれております。そういっ
た事例を広く周知していくことで、自分の地域でも何かできないかと
いう意識が高まり、活動の輪が広がっていくものと考えております。
今後についても、地域の多様な皆様が我が事として地域づくりに参
画していただけるよう尽力してまいります。

継続 高齢者支援課

（２）福祉有償運送の推進 86 運営協議会実施回数（回） 2
新規申請事業者を含めた協議会を開催。
市内における福祉有償運送登録事業者数が増加した。

継続 地域福祉課

（３）情報発信を通じた買い物支援 86 － －
地域包括支援センターの協力を得ながら、地域の配達や訪問可能
な店舗について情報収集を行っている。

継続 高齢者支援課

（４）高齢者が利用しやすい交通手段の導入の推進 87 － －

コミュニティバス実証運行を平成31年度末まで延長し、引き続き利
用実態を注視し、改善策を検証していきます。
さらに、交通不便地域の解消に向け、実証運行で蓄積した知見やノ
ウハウ等を反映し、地域住民、交通事業者、行政のそれぞれの役
割を明確にした「ガイドライン」を策定し、他の地域へのコミュニティ
バスの効率的・効果的な導入・運行を展開してまいります。

継続
交通政策課
高齢者支援課

（５）公共施設等のバリアフリー化の推進 87 － －
市内路線バス車両のノンステップバス導入率は、平成３０年度をも
ち、バリアフリー法基本方針において目標とする「平成３２年度まで
に70％の導入」を達成しました。

継続
高齢者支援課
都市計画課
交通政策課

計画事業

計画事業
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　４　防災・防犯・交通安全事業

頁 進捗管理指標
H30年
10月末実績

実績についての評価の記述
H31

方向性
担当課

（１）防災対策の推進 ① 87 実施地区数 13

借受けを希望する町会・自治会長や民生委員児童委員等へ、名簿
の貸出を実施し、平常時の防災訓練や、要支援者の見守り活動な
どに活用していただいている。
また、小金原連合町会防災部と平成３０年１１月１９日に要配慮者
支援会議を実施し、小金原要配慮者支援マニュアル及び福祉避難
所運営マニュアルについて説明するとともに、平時からの災害時に
おける防災と福祉の連携について協議を行い、今後の支援体制の
土台造りを行った。

継続
地域福祉課
危機管理課

② 家具転倒防止器具の設置支援 88 申請件数（件） 2件
申請件数は減少傾向であるが、家具の転倒等の被害から高齢者の
身体を守り、安心した在宅生活を送るために、必要な事業であるた
め、引き続き周知に努めていく。

継続 介護保険課

（２）防犯対策の推進 88 防犯カメラ設置数等 443
防犯抑止効果の高い防犯カメラを設置することで、安全で安心して
生活できる地域社会の構築を目指すことができた。

継続 市民安全課

（３） 88 講習会開催数（回） 1
松戸警察署の協力を得て、高齢者（はつらつクラブ）を対象に交通
ルールと正しい自転車の乗り方を学ぶ講習会を開催し、交通安全
対策を推進した。

継続
市民安全課
高齢者支援課

　５　介護する家族への支援

頁 進捗管理指標
H30年
10月末実績

実績についての評価の記述
H31

方向性
担当課

（１）仕事と介護の両立支援のための環境整備 88 － －

要介護者を介護している家族に対し実施している「紙おむつ支給事
業」については、国から地域支援事業としての事業の廃止・縮小が
求められていることから、次期計画策定に向けて、高齢者保健福祉
推進会議等で議論していく必要がある。

検討
介護保険課
高齢者支援課

（２）介護者のつどい・認知症カフェの推進 89 介護者のつどい開催数（回） 41

地域包括支援センターで実施している。その他、認知症の人と介護
する家族の交流と相談場所として、認知症の人と家族の会主催の
松戸のつどいや、認知症カフェが開催されており、取り組みを推進
している。

継続 高齢者支援課

（３）家族介護講座の開催等 89 － －
第1回　8/27～8/30開催。定員満員。第2回は2/4～2/7開催。
特に実技については受講者が多い。受講者からは好評であり。
次年度より実技定員20名を40名に拡大

拡充 介護保険課

避難行動要支援者名簿を活用した
避難支援体制の整備

交通安全対策の推進

計画事業

計画事業
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第６節　高齢者の住まいの確保
頁 進捗管理指標

H30年
10月末実績

実績についての評価の記述
H31

方向性
担当課

（１）
多様な高齢者向
け住まいの確保

① 90 － － 次期計画策定に向けての実態調査の準備 継続 介護保険課

② 90 － － 次期計画策定に向けての実態調査の方針の準備 継続 介護保険課

③ 91 － －
養護老人ホームにつきましては、松戸市内に新たな養護老人ホー
ムが平成27年4月に開設いたしましたので、新たな整備は行わず、
現状を維持していきます。

継続
介護保険課
高齢者支援課

④ 91 － －
　高齢者に適した住宅や高齢者の入居を拒まない民間賃貸住宅、
住み替え等に関する情報の提供を継続して行っています。

継続 住宅政策課

⑤ 91 － －
　市営住宅の提供を行う他、都市再生機構と連携して公的賃貸住
宅の提供を継続して行っています。

継続 住宅政策課

（２）住宅環境の整備 ① 91 資金助成利用者数（人） 49人
毎年一定のニーズがあり、在宅で自立した生活を送ることに寄与し
ている。

継続 介護保険課

② 92 － －
　シルバー中金杉住宅に生活援助員を配置し、入居者に対し、日常
生活の相談、援助を継続して行っています。

継続 住宅政策課

③ 92 － －

空家活用等推進連絡会議において空き家の活用に関する検討、情
報提供に努めた。
年3回の空き家に関する説明会、講演会、個別相談会において空き
家の活用に関すること、管理に関することについて情報提供に努め
た。
平成29年度より空家活用モデル事業において、地域に資する空き
家の活用について、改修費の補助金の交付を行った。

継続 住宅政策課

シルバーハウジング入居者への支援

「空家」の活用等の検討

住宅改修費貸付・助成事業の利用促進

計画事業

高齢者向け住まいの利用状況の定期的
な把握

高齢者向け住まいにおける介護サービス
の検証

ケアハウス・養護老人ホームの運営

住まいに関する情報の提供

公的高齢者住宅の供給
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第７節　認知症対策の充実
　１　認知症の地域支援・普及啓発の推進

頁 進捗管理指標
H30年
10月末実績

実績についての評価の記述
H31

方向性
担当課

（１）認知症サポーターの養成 93

①人数（人）

【32年度数値目標：26,000人】
②市正規職員の認知症サポーター比率（％）

【32年度数値目標：原則100％】

①23,682
②94%

平成30年度末までに松戸市職員全員の受講を予定。また、小学生
や高校生向けに講座を開催し、多世代で取り組みを推進している。

継続 高齢者支援課

（２）オレンジ声かけ隊の養成 93 参加人数（人） 3,605
認知症サポーター養成講座の開催により順調に増加。個人登録者
に加え、登録団体数は231団体に上る。研修会を開催市、日常生活
における活動意識の向上を促している。

拡充 高齢者支援課

（３）オレンジ協力員の養成と活動の充実 94
実活動者数（人）

【32年度数値目標：200人】
190

認知症サポーター養成講座、研修会の開催により登録者数は順調
に増加。認知症カフェでの運営補助や登録施設での傾聴活動等活
動の幅が広がっている。

拡充 高齢者支援課

（４）認知症カフェやサロンの取組みの推進 94 認知症カフェ数（箇所） 16
認知症カフェ主催者の交流会を実施し活動状況を把握した。認知症
カフェの場所の地図や、開催内容を一覧にまとめてチラシを作成・
配布し周知を行うなど、認知症カフェの取組を推進している。

拡充 高齢者支援課

（５）認知症高齢者の安全対策の充実 94 見守りシール配布数（件） 36
警察からの情報提供により支給数が増加。今後ともシールの周知
を図る。

継続 高齢者支援課

（６）
認知症に関する
情報発信の推進

① 95 － －

平成30年７月に認知症ガイドブック（松戸市版認知症ケアパス）を
4,000部、平成30年９月に認知症ガイドブック概要版を15,000部作成
し配布中。また、認知症ケアパスポスター、ケアパス周知用ポス
ターを1,500部作成し、配布中。今後も認知症ガイドブックの普及や
活用を促していく。

継続 高齢者支援課

② 95
①講演会開催数（回）
②参加者数（人）

①２回
②1,100人

市民向け認知症予防講演会、認知症サポーター修了生のフォロー
アップ研修として、あんしん一声運動オレンジ声かけ隊研修会を実
施した。認知症のホームページの更新に加え、まつど祭りにおいて
は認知症に関するリーフレット2,000部配布するなど、認知症の普及
啓発を推進している。

継続 高齢者支援課

　２　　認知症の早期支援・予防の推進

頁 進捗管理指標
H30年
10月末実績

実績についての評価の記述
H31

方向性
担当課

（１） 95
新規実施件数（件）

【32年度数値目標：200件】
108

新規件数は108件であり、内訳は地域包括が106件、薬局が2件で
ある。また、平成29年度の1年後のモニタリング件数は55件であっ
た。支援により見当識と問題解決力の力が有意に改善している結
果から、引き続き認知症早期支援の効果の向上を図っていく。

継続 高齢者支援課

（２）認知症初期集中支援チーム（オレンジサポートチーム）の充実 96 チーム数 7

平成30年度より基幹型地域包括支援センター１か所および地域包
括支援センター６か所にチームを設置し、前年度より３ヶ所の増設
を行った。今後も増設の効果を検証しつつ、順次地域包括支援セン
ターへの増設を行う予定。

拡充 高齢者支援課

（３）認知症予防教室の開催 96
①教室開催数（回）
②参加者数（人）

①29
②679

各地域包括支援センターにより内容や講師、回数はさまざまである
が、参加者が教室終了後のセルフケアや、自主組織化にむけて実
施している。

継続 高齢者支援課

計画事業

認知症ガイドブック（認知症ケアパス）の
普及・活用

講演会・ホームページ・広報・リーフレット
等を用いた周知の推進

計画事業

まつど認知症予防プロジェクト（軽度認知症把握・ケアマネジメ
ント事業）の推進
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　３　　認知症に関する諸課題への対応の推進

頁 進捗管理指標
H30年
10月末実績

実績についての評価の記述
H31

方向性
担当課

（１）若年性認知症対策の推進 97 － －
若年性認知症の人の居場所づくりとして、若年性認知症カフェ『くる
み（Curumi）の会』を支援している。

継続 高齢者支援課

（２）認知症地域支援推進員等との活動支援・連携 97 － －
平成30年度はチーム編成を行い活動中（認知症カフェ・認知症サ
ポーター養成講座・オレンジ協力員・普及啓発活動・認知症予防・
認知症ケアパス）である。

継続 高齢者支援課

（３）認知症研究会における検討 97 開催数（回） 2
国や市の施策に基づき、医療・介護・認知症の人と家族の会等関係
者が集まり松戸市の認知症施策について検討を行っている。認知
症初期集中支援チーム検討委員会も併せて実施し検討している。

継続 高齢者支援課

第８節　権利擁護の推進
　１　虐待防止対策の推進

頁 進捗管理指標
H30年
10月末実績

実績についての評価の記述
H31

方向性
担当課

（１）虐待の予防 98 講演会参加者数（人） 221
高齢者虐待防止の市民向け講演会を３圏域に分けて開催。また、
パンフレットやポスターを作成予定。

継続 高齢者支援課

（２）虐待の早期発見 98 － － 専門職向け研修会を平成31年１月11日に開催予定。 継続 高齢者支援課

（３）虐待への早期対応 98 － －
３圏域に分かれ、毎月個別事例検討会を樫合。虐待ケースの動き
や虐待の認定、虐待または支援困難事例の検討を行っている。

継続 高齢者支援課

（４）虐待の再発防止 99 虐待防止NW会議開催数（回）
担当者会
議：３回
全体会：１回

個別事例検討会だけでなく、担当者会議に事例を報告することによ
り、他職種の意見を支援に反映させる体制を築くことが出来てい
る。

継続 高齢者支援課

　２　認知症等の意思決定支援の推進

頁 進捗管理指標
H30年
10月末実績

実績についての評価の記述
H31

方向性
担当課

（１）成年後見制度利用推進体制の充実 99 市長申立て数（件） 19
市長申立ての件数は増加傾向にある。判断能力が低下した際の不
安を解消できるよう、講演会の実施等により制度の普及啓発を図っ
ている。

継続 高齢者支援課

（２）日常生活自立支援事業の充実 100 新規相談件数 117件
新規相談件数は、月平均約5件増加しており、事業実績として効果
が見られる。

継続 地域福祉課

（３）消費者被害の防止の推進 100 － －

全ての地域包括支援センターは、個別のケース共有や講座の開催
等を通じて、消費生活センターとの情報共有をおこなっている。ま
た、警察署の方を招いて講話をしていただくなど詐欺被害防止を推
進している。

継続 高齢者支援課

計画事業

計画事業

計画事業
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第９節　地域包括支援センターの機能強化
頁 進捗管理指標

H30年
10月末実績

実績についての評価の記述
H31

方向性
担当課

（１）基幹型地域包括支援センターの機能強化 101 － －
介護保険運営協議会における議論を経て運営方針を決定し、実施
状況を検証しながら機能強化に努めている。

継続 高齢者支援課

（２）地域包括支援センターの安定的な運営 102
相談件数（延べ件数）

【32年度数値目標：55,000件】
82,158

引き続き15圏域に地域包括支援センターを設置し、介護保険運営
協議会における審議を経て策定した運営方針に基づき運営する。

継続 高齢者支援課

（３） 102 － －
事業評価を通じて、強みや課題、業務のノウハウ等を共有すること
で、実際に業務改善が図られているセンターも増え、市内地域包括
支援センターの全体的な質的向上につながっている。

継続 高齢者支援課

（４）地域包括支援センターにおける新たな課題への対応の推進 103 土曜日の相談件数（件） 762
家族介護者への相談支援の充実の為、土曜日の相談に応じてい
る。
また、地域性を取り入れた住民主体の予防活動を推進している。

継続 高齢者支援課

（５）地域ケア会議を通じた課題解決の推進 104
①開催数（回）
②検討した事例数（事例）

【32年度数値目標：150事例】

①59
②75

個別、地域、市レベルの３層構造の会議の連携強化を図り、それぞ
れの会議で把握された課題の解決に向けて、具体的な対応策の検
討、実行を進めている。

継続 高齢者支援課

第１０節　地域共生社会に向けた取組みの推進
頁 進捗管理指標

H30年
10月末実績

実績についての評価の記述
H31

方向性
担当課

（１）基幹型地域包括支援センターの共生窓口への深化 105 相談件数（件） 1,221
８０５０世帯の「ひきこもりの未婚の子」に関する相談など、これまで
相談につながらなかった事案の受け止めができ、早期に適切な支
援につなぐことが可能になった。

継続 高齢者支援課

（２）多分野における相談機関の連携の推進 105 連絡会開催数（回） 3
福祉の各分野の相談機関が集まり、情報共有や事例検討をおこな
い、連携を図っている。

継続 高齢者支援課

（３）在宅医療・介護連携支援センターにおける多分野対応 105 － －
全世代型の相談に応じている。連携支援センターが対応した相談
支援のうち、多分野への支援は全体の2割となっており、普遍的な
課題として認識し、対応する必要がある。

拡充 高齢者支援課

（４）包括的な地域保健体制の構築 106 糖尿病対策推進会議開催数（回） 2回
当初計画どおりの回数を開催。三師会等関連機関との連携を図る
と共に、「糖尿病及び糖尿病性腎症重症化予防プログラム（案）」を
策定した。

継続 国民健康保険課

（５）地域ケア会議における共生対応の推進 106 － －

地域ケア会議を、世代や領域を超えて、高齢者を含めた一般市民
も共に協議できる場にするために、様々な視点で地域の強みを考
え、共有し、現状を知ることを目的とした「地域づくりフォーラム」を各
15地区で開催予定。

拡充 高齢者支援課

計画事業

事業評価を通じた地域包括支援センターにおける
業務改善の推進

計画事業



15

第１１節　介護保険制度の安定的な実施
　１　安定的な財政運営

頁 進捗管理指標
H30年
10月末実績

実績についての評価の記述
H31

方向性
担当課

１ 安定的な財政運営 108 － － 介護給付費等準備基金を活用し、安定した運営に努めている。 継続 介護保険課

　２　公平性の確保

頁 進捗管理指標
H30年
10月末実績

実績についての評価の記述
H31

方向性
担当課

（１）
費用負担の公平
化

① 保険料収納率の維持・向上 108 収納率（％） 66
未納者に対して、督促状・催告書などを送付し、収納率の向上に努
めた。

継続 介護保険課

② 介護保険料の減免 108 減免（件） 281
低所得者の経済的負担の軽減を図るため、申請のあった非課税世
帯に対し、保険料減免を行った。

継続 介護保険課

③ サービス利用料金の軽減 108 事業実施法人数 25
社会福祉法人に事業の実施を働きかけ、低所得者の経済的負担
の軽減を図った。

継続 介護保険課

④ サービス利用負担の公平化 109 － －
制度改正に伴い、平成30年8月から2割負担者のうち特に所得の高
い層について3割負担にするなど、適正に実施した。

継続 介護保険課

（２）要介護認定の平準化等の推進 109 研修開催回数（回） 3
認定審査における判定の公平性を確保を推進するために、模擬判
定など行い、研修の充実を図っている。また、認定調査員の研修も
行っている。

継続 介護保険課

計画事業

計画事業
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　３　介護給付の適正化

頁 進捗管理指標
H30年
10月末実績

実績についての評価の記述
H31

方向性
担当課

（１）要介護認定の適正化（認定調査状況チェック） 110

チェック数（件）

【32年度数値目標：
　　委託による認定調査票の全件】

9,929
委託により実施している全ての認定調査票等のチェック・点検を実
施するなど、要介護認定の適正化を図っている。

継続 介護保険課

（２）ケアプラン点検 110
点検件数（件）

【32年度数値目標：45事業所】
13

平成30年4月から居宅介護支援事業所の指定権限が千葉県から移
譲されたことで、実地指導とケアプラン点検の切り分けを明確にした
うえでサービスの質の向上を目的として実施した。

継続 介護保険課

（３）住宅改修、福祉用具購入・貸与の点検 110
現地調査数（件）

【32年度数値目標：6件】
0
現在、現地調査は行っていないが、専門職が書類審査に関わるな
ど、給付適正化に努めた。

継続 介護保険課

（４）縦覧点検・医療情報との突合 110 【32年度数値目標：疑義のある全件】 －
国民健康保険団体連合会の審査情報を基に、重複請求等を点検
し、誤った請求を是正した。

継続 介護保険課

（５）介護給付費通知 110
通知送付数（人）

【32年度数値目標：全ての利用者】
2月
送付予定

利用者に1年間のサービス実績を通知し、実際に利用したサービス
との整合性を確認してもらうことで、事業者による不正請求の防止
及び過剰なサービスの抑制を行い、給付適正化を図る。

継続 介護保険課

第１２節　介護人材の確保・育成・定着
頁 進捗管理指標

H30年
10月末実績

実績についての評価の記述
H31

方向性
担当課

（１）事業者との連携に基づく介護人材の必要数の把握・確保 112
【32年度数値目標：
　　約400人の介護従事者の確保】

－
人材確保対策の指針の一環として、本市における2025年の介護人
材の必要数の粗い推計を実施した。

継続 介護保険課

（２）参加支援の推進 ① 113 － －
平成30年度は5名の利用者があった。
しかしながら、求人に対しての応募は低調である。
補助金の終了に伴い来年度は市単独事業で実施。

継続 介護保険課

② 113 参加者数（人） 27名
平成30年8月8日第1回実施。
台風直撃の影響もあり、２７名の来場に留まった。
第2回は平成31年2月2日実施予定。

継続 介護保険課

③ 介護職イメージアップ事業の実施 113 － －

『介護写真展～輝く笑顔２０１８』と題し、第1回平成30年７月９日～
20日市役所内連絡通路にて実施。『シルバー新報』7/20号にて掲
載。
第2回平成30年１１月２日～28日　女性センターゆうまつどにて開
催。
11月11日付広報まつど特集号において紹介。
第3回は平成31年2月2日実施予定。

継続 介護保険課

介護事業所合同就職フェアの開催

計画事業

計画事業

「働きながら資格をとり、正規雇用に移行
する」介護人材育成事業
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（３）
雇用管理改善の
推進

① 事業者向け雇用管理改善研修の実施 114 セミナー開催数（回） 1

平成30年5月23日に実施した居宅介護支援事業所の集団指導及び
平成３０年７月10日実施した地域密着型サービス事業所の集団指
導において、において、千葉労働局の雇用管理に関する資料を通
して啓発を行った。

継続 介護保険課

② 労働法規の遵守の推進 114 － －

平成30年5月23日に実施した居宅介護支援事業所の集団指導及び
平成３０年７月10日実施した地域密着型サービス事業所の集団指
導において、千葉労働局の労働法規の遵守に関する資料を通して
啓発を行った。

継続 介護保険課

③ 介護事業所内保育施設への支援 114 － － 平成30年度は2事業者への支援を実施。 継続 介護保険課

④ 介護ロボット等の活用推進による負担軽減114 － － 介護ロボット活用の好事例の紹介を実施予定。 継続 介護保険課

（４）処遇改善の推進 ① 介護報酬地域区分の引上げ 115 － － 平成30年報酬改定時に実施済。 継続 介護保険課

② 115 － －
介護事業者が介護人材の処遇改善の原資とすることができるよう、
集団指導等を通して普及啓発を行い、処遇改善加算の取得推進に
努めた。

継続 介護保険課

③ 115 セミナー開催数（回） 0 平成31年2月19日経営セミナーを実施予定。 継続 介護保険課

④ 116 － －
『広報まつど』介護保険特集号において、「介護サービスを支える人
になりませんか」と題し、本市の取り組みを紹介し、啓発を実施し
た。

継続 介護保険課

介護報酬における処遇改善加算の取得
の
推進

事業者におけるキャリアアップの取組み
の
推進

介護職のモチベーションアップ・社会的評
価の向上
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